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（財）財務会計基準機構会員   

平成 19 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要    平成 18 年 11 月 24 日 

会 社 名  株式会社 佐賀共栄銀行 
コ ー ド 番 号  0583 

(ＵＲＬ http://www.kyogin.co.jp/) 
本 店 所 在 地  佐賀市松原四丁目 2番 12 号 

代 表 者  役  職  名 取締役頭取     氏 名 山本 孝之 

問 合 せ 先  責任者役職名 取締役総合企画部長 氏 名 石橋 功治 TEL (0952)26-2161 

中間決算取締役会開催日  平成 18 年 11 月 22 日       中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日    平成 18 年 12 月 8 日    単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 

 

１．平成 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

(1) 経営成績                  （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益 経 常 利 益 中間(当期)純利益 1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 
平成18年 9 月中間期 
平成17年 9 月中間期 

   百万円  ％ 
3,336 （ △14.1） 
3,884 （   18.1） 

   百万円  ％ 
426（ △35.5） 
660（   ―） 

 百万円  ％ 
169（ △40.7） 
285（     ―） 

   円  銭 
9  25 

  15  61 
平成 18 年３月期 7,309 （   10.7） 1,037（   ―） 587（     ―）   31  55 

(注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 18,304,063 株 17 年 9 月中間期 18,312,595 株 18 年 3 月期 18,311,365 株 

②会計処理の方法の変更   有 

③経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 財政状態 

 
総 資 産 純 資 産 

自己資本比率

(注１) 
１株当たり純資産 

単体自己資本比率 

(国内基準)(注２)

 
平成18年 9 月中間期 
平成17年 9 月中間期 

百万円 
244,416 
249,020 

    百万円 
10,822 

  10,996 

     ％ 
   4.4 
   4.4 

  円  銭 
 591    49 
 600   52 

      ％ 
(速報値)8.43 

8.30 
平成 18 年３月期 243,741   10,663    4.4  581    87 8.36 

(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 18,297,538 株 17 年 9 月中間期 18,311,945 株 18 年 3 月期 18,308,823 株 

②期末自己株式数   18 年 9 月中間期     54,962 株 17 年 9 月中間期    40,555 株 18 年 3 月期     43,677 株 
(注１)「自己資本比率」は、中間期末純資産の部合計を中間期末資産の部の合計で除して算出しております。 
(注２)「単体自己資本比率(国内基準)」は、「銀行法第 14 条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年 

大蔵省告示第 55 号）」に基づき算出しております。 
 

２．平成 19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
経 常 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

期  末  

 
通   期 

   百万円 
  7,140 

    百万円
   900 

   百万円
   450 

   円  銭 
   2   50 

   円  銭 
   5    00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   24 円  59 銭 
 

３．配当状況 

  ・現金配当 １株当たり配当金 

 中間期末 期末 年間 

 

18 年 3 月期 

  円 銭 

   2  50 

  円 銭 

   2  50 

  円 銭 

   5  00 

19 年 3 月期(実績)    2  50       ― 

19 年 3 月期(予想)       ―    2  50 
   5  00 

 

 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成しておりますが、実際の業績は、 

今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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平成 18 年 9 月中間期決算短信添付資料 

 

株式会社 佐賀共栄銀行 

１．平成18年9月中間期の業績概況 

 (１)営業状況 

 (イ)預かり資産の状況 

預金に投資信託・個人年金等加えた預かり資産の状況は、次の表のとおりであります。 

                                    （単位：百万円） 

 平成17年9月末 平成18年3月末 平成18年9月末 17/9→18/9増減 18/3→18/9増減

預    金 234,899 227,516 230,723 △4,176 3,207

投信・年金等 7,831 11,013 14,496 6,665 3,483

計 242,730 238,529 245,219 2,489 6,690

   

預金は、前中間期末に比べ 4,176 百万円減少しております。これは、個人預金は増加したものの、

地方財政の悪化による公金等の減少、資金繰り充当による一般法人預金の減少によるものです。なお、

平成18 年 3 月末対比では 3,207 百万円の増加となっております。 

   預金に投資信託・個人年金等加えた預かり資産でみると、前中間期末に比べ 2,489 百万円増加、平成

18 年 3 月末に比べ 6,690百万円と順調に増加しております。  
(ロ)貸出金 

貸出金残高の推移は、次の表のとおりであります。 

                                    （単位：百万円） 

 平成17年9月末 平成18年3月末 平成18年9月末 17/9→18/9増減 18/3→18/9増減

貸 出 金 188,896 181,792 178,787 △10,109 △3,005

貸出金残高が減少している大きな要因は、不良債権の最終処理を進めたこと、地方公共団体の債務縮小、

公共工事等の減少による建設業界の環境悪化の影響等であります。 

なお、当中間期の貸出金利回りは 2.74％で、前中間期に比べ 0.11％低下しております。これは、収益性

の高い無担保消費者ローンの減少等によるものです。 

 

 (２) 経営成績 

 (イ)概況 

    経常収益及び各レベルの損益の状況は次の通りであります。今中間期の損益は、５月の決算発表時の当初

計画を上回りましたが、前中間期に比べると減少しております。 

                                           （単位：百万円） 

平成 18 年 9月期 増  減  平成 17 年 9月期

（Ａ） 当初計画（Ｂ） 実績（Ｃ） （Ｃ）-（Ａ） （Ｃ）-（Ｂ） 

経 常 収 益 3,884 3,270 3,336 △548 66 

経 常 費 用 3,223 2,910 2,909 △314 △ 1 

業 務 純 益 189 700 664 475 △36 

コ ア 業 務 純 益 705 520 578 △127 58 

経 常 利 益 660 360 426 △234 66 

中間（当期）純利益 285 110 169 △116 59 
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(ロ)コア業務純益 

    今中間期のコア業務純益は、前中間期に比べ、有価証券利息配当金が増加し、役務取引等収益も改善しま

したが、貸出金利息が減少したうえ、預金利息が増加したため、127百万円の減少となりました。 

(ハ)経常利益 

    今中間期の経常利益は、経常収益3,336百万円に対して、経常費用2,909百万円で、426百万円となりま

した。当初計画に対し66百万円の増加ですが、前中間期に比べ234百万円の減少となりました。 

    その要因としては、経常収益は、当初計画を66百万円上回りましたが、前中間期に比べ548百万円の減

少となりました。これは、債券や株式の売却益が前中間期に比べ413百万円減少したこと、貸出金利息が170

百万円減少したことによります。 

    一方、経常費用は2,909百万円となりました。保有株式の減損処理（189百万円）をしましたが、不良債

権処理が平成 18 年 3 月期に山を越し、与信費用が大幅に減少した結果、前中間期に比べ 314 百万円減少し

ました。 

     与信費用の増減                         （単位：百万円） 

      平成 17 年 9 月期 平成 18 年 9 月期 増 減 

不 良 債 権 処 理 額 △57 183 240 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 733 △98 △831 

総 与 信 費 用 676 84 △592 

※ 不良債権処理額 ＝ 個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却･債権売却損 

なお、不良債権の状況は、以下のとおりであります。 

（単位：百万円、％） 

   平成17年9月末 平成18年3月末 平成18年9月末 17/9→18/9増減 18/3→18/9増減

不良債権残高 14,507 11,469 12,759 △1,748 1,290

不良債権比率 7.62 6.26 7.09 △0.53 0.83

保 全 率 94.04 94.70 94.88 0.84 0.18

    不良債権比率は、前中間期に比べ0.53％低下しました。その要因としては、県内企業の再生・支援に取り

組んでいることが大きく影響しました。 

(ニ)中間（当期）純利益等 

今中間期の中間純利益は、当初計画を 59 百万円上回りましたが、前中間期比 116 百万円減少の 169 百万

円となりました。 

自己資本比率は、前中間期比0.13 ポイント増加の8.43％になると、見込んでおります。この比率は、国

内基準（4％）の2倍以上であり、安心してお取引できる水準であると認識しております。 

 

２．平成19年3月期の業績予想 

   平成19年3月期の業務予想は、金利上昇による影響とリスク管理等のシステム高度化に伴う前向きの経費

支出増加を見込んで、経常収益71億4千万円､業務純益13億円､経常利益9億円､当期純利益4億5千万円を

予想しております。 
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第 89 期中(平成 18 年 9 月 30 日現在)中間貸借対照表 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

 
                                        (単位:百万円) 

科     目 金  額 科     目 金  額 

( 負 債 の 部 ) 

預 金 

そ の 他 負 債 

役 員 賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

230,723 

584 

5 

528 

810 

942 

負 債 の 部 合 計 233,593 

( 資 産 の 部 )

現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

 

15,824 

36 

46,098 

178,787 

645 

4,746 

95 

2,583 

942 

△  5,345 

( 純 資 産 の 部 ) 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 

2,100 

679 

679 

7,553 

565 

6,988 

6,763 

224 

△    27 

10,305 

△   458 

975 

517 

  純 資 産 の 部 合 計 10,822 

資 産 の 部 合 計 244,416 負債及び純資産の部合計 244,416 
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                                        株式会社 佐賀共栄銀行 

中間貸借対照表注記 

注 １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

   ２．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

   ３．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証

券のうち時価のある株式については、中間決算日の市場価格に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算

定）によっておりましたが、当中間会計期間より、株式市況の短期的な変動による純資産の部の影響を平準化

するため、中間決算期末前１ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）に

変更いたしました。これにより、経常利益および税引前中間純利益が４百万円増加し、有価証券残高は２４百

万円、その他有価証券評価差額金は１４百万円減少し、繰延税金資産は９百万円増加しております。時価のあ

る株式以外については、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価

のないものについては、移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証

券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

  ４．有形固定資産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

         建  物    １０年～４７年 

         動  産     ５年～１０年 

   ５．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

   ６．外貨建資産は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

  ７．「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実

務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に

相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒

実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破

綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。 

       すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した

資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

  ８．従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号平成１７年１１月２９日）が会社法施行日以後終了する事業年度の中

間会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を

費用として処理することとし、その支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を役員賞与引当金として計上し

ております。これにより、従来の方法に比べ営業経費は５百万円増加し、税引前中間純利益は５百万円減少し

ております。 

  ９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理

計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

     過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１６年）による定額法に

より損益処理 

     数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１６年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理 

       なお、会計基準変更時差異（４９０百万円 厚生年金基金代行返上後）については、１５年による按分額を費

用処理することとし、当中間期においては同按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。 

 １０．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

１１．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外

消費税は当中間期の費用に計上しております。 
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１２．有形固定資産の減価償却累計額       ２,６７６百万円 

 １３．有形固定資産の圧縮記帳額               ２０３百万円 

１４．貸出金のうち、破綻先債権額は７１１百万円、延滞債権額は９,５１８百万円であります。 

    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という｡）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第

１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

    また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

１５．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は３１百万円であります。 

    なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸出

金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 １６．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２,４８２百万円であります。 

    なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

 １７．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２,７４４百万円で

あります。 

       なお、１４．から１７．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 １８．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入

れた商業手形の額面金額は２,９７４百万円であります。 

 １９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

       為替決済、有担保コール等の取引の担保として、有価証券１３,６５７百万円を差し入れております。 

   また、その他資産のうち保証金は４１百万円であります。 

２０．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

    再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日 

    同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第４号に定める地価税法第１６条に規定

する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ために国税庁長官が公表した方法により算定した価額に基づいて、

地点の修正､画地修正等､合理的な調整を行って算出しております。 

２１．１株当たりの純資産額  ５９１円４８銭 

２２．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「有価証券」のほか、

「商品有価証券」が含まれております。２３．についても同様であります。 

       満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 

中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

時 価 

(百万円) 

差 額 

(百万円) 

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

短期社債 ― ― ― 

社債 ９００ ９２２ ２２ 

その他 ３,２９８ ３,１０６ △１９２ 

合計 ４,１９８ ４,０２９ △１６９ 
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その他有価証券で時価のあるもの 

 

取得原価 

（百万円） 

中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

株式 ２,１８９ ２,１４６ △４２ 

債券 ３３,７４５ ３３,２６８ △４７６ 

国債 １９,６３０ １９,３０７ △３２３ 

地方債 ３,５１９ ３,４９１ △２８ 

短期社債 ― ― ― 

社債 １０,５９５ １０,４７０ △１２４ 

その他 ６,５２７ ６,２７８ △２４８ 

合計 ４２,４６１ ４１,６９３ △７６７ 

なお、上記の評価差額に繰延税金資産３０９百万円を加えた額△４５８百万円が、「その他有価証券評価

差額金」に含まれております。 

２３．時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間貸借対照表計上額は、次のとおりであります。 

内 容 中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

２０５ 

 

２４．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない

限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

１６,９５９百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のものが９,９０５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ず

しも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情

勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約

極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業

況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

２５．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

    繰延税金資産 

     貸倒引当金損金算入限度額超過額  １,５７２百万円 

     有価証券評価損損金不算入額      ７７ 

     減価償却費損金算入限度超過額     ７８ 

     退職給付引当金損金不算入額     ２１３ 

     繰越欠損金             ７００ 

     その他有価証券評価差額金      ３０９ 

     その他                ８６ 

    繰延税金資産小計          ３,０３７ 

    評価性引当額           △ ４５３ 

    繰延税金資産合計          ２,５８３ 

    繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金        ― 

     その他                 ― 

    繰延税金負債合計             ― 

     繰延税金資産の純額        ２,５８３百万円 
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２６．「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成１７年１２月９日）および

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成１７年

１２月９日）が会社法施行日以後終了する中間会計期間から適用されることになったこと等から、「銀行法施

行規則」（昭和５７年大蔵省令第１０号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内

閣府令第６０号平成１８年４月２８日）により改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年度から適用

されることになったことに伴い、当中間期から以下のとおり表示を変更しております。 

 （１）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本および評価・換算差額等に区分のうえ表示しております。 

    なお、当中間期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は１０,８２２百万円であります。 

 （２）「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」および「中間未処分利益」は、「その他利益剰余金」

の「別途積立金」および「繰越利益剰余金」として表示しております。 

 （３）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示しており

ます。 

 （４）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて表示しております。 
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              平成 18 年 4 月  1 日から 

第 89 期中                中間損益計算書 

                 平成 18 年 9 月 30 日まで 

                                    株式会社 佐賀共栄銀行 

                                            （単位：百万円） 

科       目 金           額 

経 常 収 益 

資 金 運 用 収 益 

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 

（ うち有価証券利息配当金） 

役 務 取 引 等 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

経 常 費 用 

資 金 調 達 費 用 

（ う ち 預 金 利 息 ） 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

経 常 利 益 

特 別 損 失 

税 引 前 中 間 純 利 益 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 純 利 益 

2,771

（      2,470

（        299

300

51

        213

     99

（         98

330

 63

2,131

       285

）

）

）

3,336

2,909

          

426

        2

424

      25

     229

   169

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．１株当たり中間純利益金額  ９円２５銭 

  ３．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額８４百万円及び株式等償却１８９百万円を含んでおります。 
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              平成 18 年 4 月  1 日から 

第 89 期中                中間株主資本等変動計算書 

                 平成 18 年 9 月 30 日まで 

                                      株式会社 佐賀共栄銀行 

 

                                         (単位:百万円) 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

 資本金 

資本準備金 利益準備金

 別途積立金 繰越利益

剰余金 

利益剰余金

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 2,100 679 554 6,259 626 7,440 

中間会計期間中の変動額       

利益準備金の積立（注）   11  △11  

別途積立金の積立（注）    504 △504  

剰余金の配当（注）     △45 △45 

役員賞与（注）     △9 △9 

中間純利益     169 169 

自己株式の取得       

 

 

 

 

 

 

 

 株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 

      

中間会計期間中の変動額合計   11 504 △401 113 

平成 18 年 9 月 30 日残高 2,100 679 565 6,763 224 7,553 

 

                                         (単位:百万円) 

 評価・換算差額等  

 自己株式 株主資本

合 計

その他有価証

券評価差額金

土地再評価

差 額 金 

評価・換算

差額等合計 

純 資 産 合 計

平成 18 年 3 月 31 日残高 △22 10,196 △509 975 466 10,663 

中間会計期間中の変動額       

利益準備金の積立（注）       

別途積立金の積立（注）       

剰余金の配当（注）  △45    △45 

役員賞与（注）  △9    △9 

中間純利益  169    169 

自己株式の取得 △5 △5    △5 

 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 

  51  51 51 

中間会計期間中の変動額合計 △5 108 51  51 159 

平成 18 年 9 月 30 日残高 △27 10,305 △458 975 517 10,822 

（注）平成 18 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間株主資本等変動計算書の注記 

注１．当行の自己株式の種類及び株式数は、次のとおりであります。 

                                              （単位：千株） 

 前事業年度末 

株 式 数 

当中間会計期間

増 加 株 式 数

当中間会計期間

減 少 株 式 数

当中間会計期間

末 株 式 数 

摘 要

自己株式      

普通株式 43 11 ― 54  

合 計 43 11 ― 54  

 

２．「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第６号平成 17 年 12 月 27 日）および「株主資本等変動計

算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第９号平成 17 年 12 月 27 日）が会社法施行日以後終了する

中間会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間期から同会計基準および適用指針を適用し、中間株主資

本等変動計算書を作成しております。 
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（平成 19 年 3月期 中間決算説明資料） 

 

比較中間貸借対照表（主要内訳） 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

                                        （単位：百万円） 

科     目 
平成 1 8 年 

中間期末(Ａ)

平成 1 7 年 

中間期末(Ｂ)

比 較 

(Ａ)－(Ｂ) 

平成17年度末 

(要約)（Ｃ） 

比 較 

(Ａ)－(Ｃ) 

（ 資 産 の 部 ） 

現 金 預 け 金 

商 品 有 価 証 券 

有 価 証 券 

貸 出 金 

そ の 他 資 産 

動 産 不 動 産 

有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

 

15,824 

36 

46,098 

178,787 

645 

― 

4,746 

95 

2,583 

942 

△5,345 

 

7,636 

32 

50,484 

188,896 

710 

4,813 

― 

― 

2,635 

1,206 

△7,394 

△

△

△

△

△

 

8,188 

4 

4,386 

10,109 

65 

― 

― 

― 

52 

264 

2,049 

 

10,785 

35 

46,969 

181,792 

670 

4,840 

― 

― 

2,847 

1,060 

△5,260 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

5,039 

1 

871 

3,005 

25 

― 

― 

― 

264 

118 

85 

資 産 の 部 合 計 244,416 249,020 △ 4,604 243,741  675 

（ 負 債 の 部 ） 

預 金 

コ ー ル マ ネ ー 

そ の 他 負 債 

役 員 賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

230,723 

― 

584 

5 

528 

810 

942 

 

234,899 

― 

678 

― 

494 

745 

1,206 

△

△

△

 

4,176 

― 

94 

5 

34 

65 

264 

 

227,516 

2,600 

573 

― 

518 

810 

1,060 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

3,207 

2,600 

11 

5 

10 

― 

118 

負 債 の 部 合 計 233,593 238,024 △ 4,431 233,078  515 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

別 途 積 立 金 

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

土 地 再 評 価 差 額 金 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

2,100 

679 

679 

7,145 

545 

6,259 

6,259 

340 

285 

1,104 

△12 

△20 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

2,100 

679 

679 

7,440 

554 

6,259 

6,259 

626 

587 

975 

△509 

△22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

資 本 の 部 合 計 ― 10,996 ― 10,663  ― 

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 ― 249,020 ― 243,741  ― 

（ 純 資 産 の 部） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 

2,100 

679 

679 

7,553 

565 

6,988 

6,763 

224 

△27 

10,305 

△458 

975 

517 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

純 資 産 の 部 合 計 10,822 ― ― ―  ― 

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 244,416 ― ― ―  ― 
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（平成 19 年 3月期 中間決算説明資料） 

 

比較中間損益計算書（主要内訳） 

 

                                   株式会社 佐賀共栄銀行 

                                        （単位：百万円） 

科     目 平 成 1 8 年 

中 間 期 ( Ａ )

平 成 1 7 年 

中 間 期 ( Ｂ ) 

比 較 

(Ａ)－(Ｂ) 

平成 17 年度 

(要約) 

経 常 収 益 3,336 3,884 △ 548  7,309

資 金 運 用 収 益 

( う ち 貸 出 金 利 息 ) 

(うち有価証券利息配当金) 

役 務 取 引 等 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

2,771

(  2,470

(    299

300

51

213

)

)

2,883

（  2,640

（    243

311

217

470

)

)

△

（△

（

△

△

△

112 

170 

56 

11 

166 

257 

 

) 

) 

5,745

(   5,222

(   523

601

 220

741

)

)

経 常 費 用 2,909 3,223 △ 314  6,271

資 金 調 達 費 用 

（ う ち 預 金 利 息 ） 

役 務 取 引 等 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

99

(     98

330

63

2,131

285

)

64

(     64

374

0

2,084

698

) （

△

△

35 

34 

44 

63 

47 

413 

 

) 

 

127

(   127

733

58

4,124

1,227

)

経 常 利 益 426 660 △ 234  1,037

特 別 利 益 

特 別 損 失 

―

2

0

13

△

△

0 

11 

 68

66

税引前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

424

25

229

169

647

22

339

285

△

△

△

223 

3 

110 

116 

 1,039

14

437

587

前 期 繰 越 利 益 

土地再評価差額金取崩額 

中 間 配 当 額 

利 益 準 備 金 積 立 額 

中間（当期）未処分利益 

―

―

―

―

―

55

―

―

―

340

― 

― 

― 

― 

― 

 55

38

45

9

626

 

 


